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生物多様性保全のためにとられているいくつかの政策を概観し、あわせて経済学的に考察する。

1. ワシントン条約の取引禁止(トレード ・パン)の経済効果:取引禁止が有効であるかどうか

を決定するいくつかの要因を提示する。それらは(1)道徳的理由等での需要減少の大きさ (2) 

財に代替品があるかどうか (3)ロンダリングの規模 (4)合法的供給水準 (5)摘発能力と罰

則 (5)野生動物の保護・監視、である。

2. 伝統的な国立公園・自然保護区設定型の保全とその問題点についての考察:この保全政策が

機能するためにも、(1)適切な監視費用を支出することが財政的に可能であること、 (2)開発の

インセンティブ(保全の機会費用)が低いこと、 (3)地域社会との問に野生生物に代表される

自然資源の利用をめぐる敵対関係が大きくないこと、 (4)過剰な旅行需要が制御可能であるこ

と、あるいは(5)公務員のモラルが低くないこと、などさまざまな条件が必要であることを述

ベる。

3. コミュニティー ・ベイスト ・マネジメント (CBM):ジンパブエの CAMPFIREの例を紹介

しながら、その特徴と機能について、インセンティブの側面を中心に説明する。つぎに、所

有権の観点から国立公園型政策と CBMを分析し、とくに CBMと地域住民の自然資源の利

用権に焦点をあてる。最後に、 CBMが有効であるための条件を列記し、長期にわたって機

能するためには、十分な調整が必要であることを論じる。
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